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気象庁になける地震定常調査業務の変遷

(主として電子計算機使用以降)
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~ 1 .まえがき ~ 2.手作業による定常地震調査業務

昭和36(1961)年から，気象庁Kおける地震定常 電子計算機組織Kよる地震定常調査業務Kついて

調査業務は手作業K代って，電子計算組織によって 述べる前VC，参考までK昭和 20年--30年代Kおけ

行なわれるよう Kなった.それから 20年余，手作業 る当該業務の作業手順Kついて述べよう・

から機械作業K変った当時K比べると電子計算機の ・各地の地震観測実施官署Kおける験測結果は，一

性能は，予想も出来なかったほど急速な進歩をして 地震一葉以上の観測表 (Fig.1) vcより匂毎K管区

いる.その進歩Kつれて，地震定常調査業務の形態 気象台を経由して本庁K送られて来た.これらの観

・手順も徐々 K変って来ている.また，これまで， 測表は時間j願K整理され，地震調査原簿K転記され

月あるいは匂単位で行なわれてきている定常調査業・ る(Fig.2) .これは大変な作業であった.

務が，近々， 日単位で行なわれるよう Kなろうとし

ている

測候所

震度 <ZI)

地震観測表

地震番号一一一」与三一一一

有感地毘香号一一一一一士一一一

使用地震計 w.ac.s

その他一一一一一

地震学会発足 100年を記念して刊行された特別号

K筆者が，地震計測ー震源決定・走時曲線Kついて

の歴史を執筆するK当って，中央気象台の定常業務

として，震源がどのよう Kして決められていたか調

べてみたが，結局，まとまったものは発見できなか

った.勿論，震源決定法Kついて，数々の論文は発

表はされているが，地震年報，気象要覧などK記載

されている震源がどの方法で決められたかは明らか

でない.

'発震年月日 '[[! 年 G 月 A 目
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相|発現時刻!被 幅 周期

p-

一方，この20年間Kおける地震定常調査業務も，

上記のよう K使用する電子計算機組織の性能K応じ

て変って来ているが，その辺の事情を知る関係者も

次第K少なくなってきている.そこ‘ε，地震調査業

務が句単位から日単位で行なわれるよう Kなるこの

機会VC，気象庁Kおける電子計算組織Kよる地震定

常調査業務の変遷をふりかえってみることKした.

人体感覚

記

* M.lchikawa Note on the Automatic Processing of Seismo.lo-
l事

gical Data in the Japan Meteorological Agency， Received Dec. 

1， 1981. 
料気象庁地震課
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Fig.1.手作業時代の地震観測表.



第 1- 2号

この調査原簿から震源要素の決定を行なうのであ

るが，これも大変な作業である 震源が決められそ

うな地震は，地図I(CPゃP--Sの発震時をまず記入

し，深さを適当K仮定し，P--S-Jモグラムか

らP--S円を描いて震央を決める.若し最大有感距

離が 100Km以上の場合や，相当な規模の無感地震の

‘場合は，各地のP，5を方眼紙Kプロットして，深

さ別の和達らの走時曲線Kこれら観測値をあてはめ

る作業を行なう.良くあてはまらない場合は，震央

を変えて同じ作業を繰り返し，最終震源、を決める.

大きな地震の場合は，せいぜい 1日1(C1--2個しか

震源要素が決められないほど，これは重労働であっ

たCFig.3).決められた震源は，他の人がチェック

するよう Kなってはいたが，震源決定精度には個人

差がどうしても出た.さらI(C，昭和32(1957)年以

降は震源の深さ 60Km以浅の地震で，地盤係数が 11(C

近い 5地点以上で周期 5秒以下の水平 2成分最大振

幅が験測されている場合は，坪井の式 C1954)から

規模を計算する.

全国的K観測された外地地震の場合は，
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Fig.2.手作業時代の調査原簿の一例.
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Fig.3.語源要素決定のため作られた走時曲線の一例.
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気象庁における地震定常調査業務の変遷(主として電子計算機使用以降)一市jll 41 

(当時)決定の震央から，手動計算機を使って震央

距離を計算し，走時曲線を描いて観測値のチェック

を行っていた

震源決定作業が終ると，誤験担iJあるいは誤記と判

断された報告K対して再調査依頼書を作成し，これ

を関係官署K郵送する.これK対する再験損iJ結果，

あるいは回答K基づいて，調査原簿を訂正する.場

合Kよっては，最大有感距離が 100Kmを越えたため，

震源再決定を行なうようなこともでてくる

次VL，地震月報作成作業K入る.地震月報は有感

地震の表，無感地震の表，主な地震の表(主として

最大有感距離 100Km以上の地震)，主な地震K対する

各地の験損IJ結果，地域別・有感・無感別統計結果，

主な地震の震央分布図，主な地震の各地の震度分布

図などからなっていた

これら各項目K対する印刷原稿を，原簿から転記

作成する.作成した原稿は誤記発見のため，すべて

読合せを行っていた これらの原稿K基づいて作ら

れた月報グラの読合せを行なう 校正は通常 3校ま

でとられていた

以上の諸作業は数人からなる調査係が担当して行

われたが，大地震が発生するとそれK伴なう多数の

余震のため，処理作業は大幅Kおくれるのが常であ

ったが，通常でも地震月報が利用者の手許K届くの

は大体 1年 --1年半後であった

~ 3. 電子計算機組織への移行

上記のよう K地震定常調査業務は，非常K労力を

要する仕事であったので，験測対象地震や験測要素

の規制などKより，作業量軽減の工夫がなされてき

Tこ.

一方，昭和34(1959)年Kは， 気象庁K気象数値

予報用電子計算機が導入され，また同じころ，統計

課には統計機が稼働していた.

設置された電子計算機は，当時，世界最高の性能

を持ったものであったが，メモリ数約 8K語(1語

36ビット)，加減算24--84μs，乗除算200--240 

μs裡度のもので，今日のマイクロコンピュータよ

りも劣る程度のものである.この計算機Kは磁気テ

ープデッキ 6台と 4K語の磁気ドラム 2台，ライン

プリンタ 2台その他が周辺装置として設置されてい

た

地震定常調査業務がこの電子計算機Kよって行な

えるかどうかの検討が，計算機設置と同時忙行なわ

れた.現在では当然と考えられている電子計算機忙

よる震源要素決定も，当時は多くの人々がこれを危

ぶんでいた.とKかく，昭和 35( 1960)年から週2

回， 1回15分程度，震源要素計算用プログラム開発

のため，この計算機が使用できるよう Kなった.約

1年間，処理プログラムの開発とテストを行った結

果，観測データを入力するだけで安定した最終震源

要素が求められるプログラムを作成することができ

るよう Kなった(地震課， 1963， Ichikawa， 1965). 

IBM 704のラインプリンタは， ドy ト型式であっ

たため，調査原簿や地震月報オフセット印刷原稿と

しては不向きであった そこで，統計課で使用して

いた IBM405事務統計機組織をこれらの作成K使う

こと Kした.このほか，調査原簿作成のため，観測

地点別データカードを時間順忙ならびかえる作業は

同じく統計課のカードソータ IBM80を使用した.

観測データカードの formatは， 官署名 6カラム

整理番号(地点番号) 3カラム，震度 1カラム，発

震日 2カラム，第 1位相名(主としてP相) 4カラ

ム，対応する時分秒7カラム，第 2位相名(主とし

てS相) 4カラム，対応する発震分秒5カラム，最

大振幅それぞれ (3成分とも同じ) 4カラム(振幅

部3カラム，指数部 1カラム)，同周期3カラム，P

波初動として水平2成分はそれぞれ方向記号1カラ

ム，振幅3カラム，上下成分は方向記号だけ，およ

び年月それぞれ 2カラムづっ，合計68カラムであっ

た

当時，データとして使い得る最大カードカラム数

は72であったが，調査原簿や地震月報オフセット原

稿作成K使用した IBM405の各種制限， とく忙ロ

ーマ字使用可能なカラム数の関係から最大振幅を表

わすのに指数を使用したり，また，上下成分の.初動
¥ 

振幅を入れることが出来なかった.この formatは

IBM704が5020F VL更新された際，現在のものK

更新された

震央カードの formatVLは変更はないが，昭和54

(1979)年VL，従来の有感最大距離Kよる地震階級指

示を廃止した際，従来 7カラム目Kパンチしてい
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42 験震時報第 46巻第 1~. 2号

た， u (無感)， L (局発)， s (小区域)， M(梢顕
著)， R (顕著)の代り K有感地震はF，無感地震は

Uを使うこと忙した.

~ 4. 震源要素計算手)1慎

i) IBM 704/ IBM 405時代

前記の formatで匂毎K管区気象台経由で本庁地

震課K送付される各地の験測結果は，まずカード化

される.

これらのカードは， IBM 80で時間順Kソートし，

IBM 405で調査原簿が作成される.この調査原簿K

基づいて，地震の区分けが手作業で行なわれる.P

--sが4地点以上から報告された地震Kついて，震
源計算の準備が行なわれる.すなわち，原簿作成の

とき使用したカードのなかから，震源計算可能なも

のを引抜き，その後K識別カード (7，8，9カラム

¥tL 131をパンチしたもの〉を挿入する.また，震源

計算Kは使用しないほうがよいと考えられるデータ

は 2枚の識別カードの間Kそのカードを挿入する.

このカードデックを使って震源要素の計算を行な

う.計算結果をラインプリンタK出力すると同時K

カードパンチKも出力する.この震源要素カードを

対応する観測カードデックに挿入して，いわゆるO

--C-L1図と地震規模の計算を行なう.このo--C

-L1図から計算結果のチェックを行ない，場合Kよ

っては，データを適当K選び直して再計算を行なう.'

最終震源要素計算結果を地図Kプロットして震央

地名，地震の階級を決め， これらを調査原簿K記入

する.震源要素の決められない地震もP--s，震度
分布などから，震央地名を決めこれも調査原簿K記

入する.

次K震源カード作成のためのパンチ原稿を全地震

Kついて作弘震源要素の決まらない地震は発震日

l干年分，地震階級，地域番号，震央地名だけがパンチ

原稿に記入される. この原稿から作られた震央・震

源要素カードは， 1 BM 405 ~'Cよる地震の表，震源表

原稿作成用K使用する.

IBM 405では，同一 formatのものしか同特Kは

印刷できなかったので，観視IJ表原稿中の震源要素と

験担IJ表は別々 K印刷され 前者を後者K月Ij途貼付し

て完全原稿を作った.

以上の手順Kよる地震定常調査業務は， 昭和36

( 1961)年から昭和41(1966)年まで続いた.

ii) HITAC 5020 F以降

IBM 704はHITAC 5020 F¥tL更新のため昭和41

(1966)年K撤去され昭和42年4月から稼働を開始

した.ζ の間， IBM 7090が震源計算K使用された.

HITAC 5020Fはメモリ容量 131K語 (1語32ピ

ットとなる)，外部記憶装置として容量 256K語の磁

気ドラム 3台，磁気テープデッキ10台を持っている.

加減算は 3.1μs，乗算4.7p's ，除算 19，7μsとI

BM 704 ¥tL比べ 10倍以上の処理スピードを持ってい

る.

HITAC 5020Fの設置と同時K統計課のIBM405，

80などの事務統計機も撤去されたため，観測カー

ドのハード的時間ソートが出来なくなった.しかし

HITAC 5020 Fは上記のよう Kメモリ一容量，処理

能力とも IBM 704 ¥tL比べ格段と向上したため，観測

値の時間ソート出ソフト的K行ない調査原簿を作成

した.震源要素計算K使用するカードは，原簿作成

と同時K作った観測値記入磁気テープから，必要な

ものだけをオンラインカードパンチを使って出力す

るよう¥tLL. tこ.

ラインプリンタの出力文字もドット型式からタイ

プライタ型式のものK変ったので，調査原簿や地震

月報用オフセット原稿もHITAC 5020Fで印刷する

よう Kなった. IBM405と異なり，ローマ字使用上

の制限もなくなったので，前記のよう K観測カード

formatも現在のものK変えた.

IBM704時代はO-C--L1図や地震規模の計算は，

別途，行なわれていたが， IBM 7090以降は震源計

算と同時K行なうよう Kプログラムを直した.また

震源計算K使用する走時表も浅い方では現在のよう

¥tL 10 Kmきざみのものを使うよう K直した.

~ 5. 震源要素決定法

震源、要素計算法として，最小自乗法vr.lるGeiger

の方法と呼ばれているものがある.この方法Kは線

型化した観測方程式が使用されているので，第 1近

似の震源要素が必要である.

問題はどのよう Kして，この第 1近似震源要素を

決めるかである.ー従来の図的方法でいちいちこれを

-42 -
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決めていたのでは能率的でなL、。そこで，P， 5か

らOrigih. t imeを，S-P--L1から震源、を求める方

法を開発した(地震課， 1963， Ichikawa. 1965). 

この方法ではS-Pが4地点以上で験測されていな

ければ，震源要素が決められないとL、う弱点がある.

地震予知研究計画K関連して，気象庁は日本とそ

の周辺K発生する規模3以上の地震の観測を担当す

るよう Kなり，観測網と観測結果処理装置の整備を

行ってきた.その結果，小さな地震も観測できるよ

う忙なったが，上記のP--Sが4つ以上なければ震

源要素が決められなし、とL、う条件のため，震源要素

の決められる地震はそれほど多くならな・かった.そ

こで 3地点でP又はSの発震時が4以上験測され

ていれば，第 1近似震源要素が求められる新プログ

ラムを作成し，これを昭和 51(1976)年から定常調査

業務に適用している(市川， 1978). 

昭和51(1976)年からは地震月報K使用する震央

分布図はプロッタで行なうよう Kなった.また，震

央地名の命名も計算機で行なうように昭和54(1979)

年からなった

~ 6. 震源要素決定用基準走時表

第2次世界大戦後，気象庁Kおける震源要素の決

定は和達ら (1933)，鷺坂ら (1935)らの走時表やこ

れらから作ったS-P--L1ノモグラムを基準として

/いる.しかし，この走時表から決めた震源要素Kは，

系統的なずれのあることがAki(1965) ltLよって指摘

された・また，上の走時表は爆破地震動観測結果K

比べ，最大3
S
__4
S
おそいこともわかった (Aki，

1965) 

そこで，昭和48(1973)年からは，爆破地震動観

測結果から求めた地表から 35KmまでのP，S波の速

度分布と，それ以深はJe ff reys -Bullen の速度分

布を組合せて計算した走時表(市川・望月， 1970) 

を気象庁は基準走時表として使用している

千島南部から北海道東方沖K発生する地震K対す

る気象庁決定の震央は 系統的K南方K数十Km--百

h以上も世界的データKよる震央よりずれているこ

とが多くの人々によって指摘されている また，三

陸沖K発生する地震の深さも，世界的データK基づ

いて決めたものK比べ気象庁のものは探く求められ

ている

これらの現象は，気象庁の基準走時表である市川

・望月の表が，内陸で行なわれた爆破観測結果K基

づL、て作られたためである 事実海底爆破地震動観

測結果比比べ， ん=OKmの市J11・望月の走時表は最

大数秒おそい.そこで，この観測結果からん0--150

Km， L1 0 --1500 Kmの走時表を作成し(市川， 1978)， 

昭和 53年以降上記2地域の地震の震源要素決定K

使用している.

~ 7.地震の規模

地震の大きさを表わす尺度として，気象庁は昔か

ら，体感の範囲を使っていた.また，昭和28(1953)

年 1年間だけであったが，震度~有感距離から地震

をA，B，C，D，Eの5段階K分け地震の規模を示そ

うとしTこ.

昭和 32(1957)年からは，坪井の式(坪井， 1954) 

Kよって深さ 60Km以浅の地震の規模が決められる

よう Kなった 前記のようltL，規模決定は地盤係数

が lltL近い観測点(地震観測法， 1952)で験測され

た5秒以内の周期を持った水平最大動から求めてい

る

60Kmより深い地震の規模決定のための方法が 2，

3開発されたが(たとえば，広野ら 1952，Inouye 

1959，勝又 1957， 1964)，各方法を多数の地震を

使って比較した結果，勝又の方法が最適であること

がわかった伴尾ら， 1973).気象庁は昭和 50(1975)

以降 60Kmより深い地震の規模を，勝又の表を使って

決めている

日本付近に発生する規模3以上の地震を観測する

ため，気象庁は 67型あるいは 76型と称する速度型

地震計を全国 80か所以上K展開した.その結果，倍

率 100倍の5姐地震計では観測できない地震も67型

・76型地震計K記録され， 震源が決定できるよう

になった これらの地震の規模決定法が開発され昭

和 52(1977)年から，この方法と坪井の式から求め規

模の平均値をもってその地震の規模としている(神

林ら， 1977) 坪井の式Kよる規模が求められてい

ない場合は，前者をもってその地震の規模としてい

る

67型・ 76型地震計の場合は，倍率が高いため，
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記録紙上ではスクーノレアウトして最大振幅が験測で

きない場合がある.そこで，P--F時聞から地震の

規模を求める式が作られた(市川ら， 1981). x-
YディジタイザなどKよる緊急震源決定の場合は，

昭和 56年から試験的Kこの方法が気象庁では使われ

ている

~8.・自動験測システム

67・76型地震計の全国展開K伴なって， 多数の

地震記録が磁気テープに収録されることが予想され

た(市川， 1969， 1978). そこで，これら磁気テ一

一プ収録記録の自動処理システムの開発が昭和 45

(1970)年から 48年にかけて行なわれた.その成果 h

k基づいて昭和50(1975)年陀は， 地震記録自動処

理装置が地震課K設置され稼働を開始した.また，

76型地震計全国展開Kよる収録地震記録の増加K

対処するため，昭和53(1978)年には，地震記録自動

処理装置の処理能力の νベノレアップがなされた(市

)11， 1980). 

この装置Kは，いわゆる interactive方式が導入

されており，計算機が処理した結果が正しくない場

合は，外部からの指示で瞬時Kそれを修正できるよ

うKなっている 当該装置はおそらく 1日K数百

~千以上の地震記録を処理するだけの能力を持って

いるものと思われる.

~ 9.地震計記録のテレメータ

67型地震計の全国展開K当って，津波予報業務の

迅速化のため，各管区気象台管内の4--5地点の当該

地震計記録を管区気象台Kテレメータした. これが

気象庁における地震定常観測業務におけるテレメー

タの始まりである.このテレメータ網のスパンは短

かく，観測網外の地震の震央の即時推定Kは適当で

ないことがわかョたので，その後，隣接管区気象台

管内の地震計記録を取込んだ，いわゆる広域観測網

の全国展開を昭和50(1975)年から開始し， 成果を

あげている.

御前崎沖K布設された海底地震計は，地震課Kテ

レメータされ昭和54(1979)年から正式観測を行っ

ている

高倍率地震計の全国展開と処理装置の導入Kょっ

て，気象庁の地震観測網の検知力は著しく改善され

た.しかし問題は，その処理が句単位で行なわれ，

最終震源要素が出るのは 1か月--1か月半後忙なっ

てしまうという点である.

この問題を解決するため，昭和 55(1980)年Kは，

東京管区気象台管内の観測点の 67型 76型地震計

記録の大部分が地震課にテレメータされるよう Kな

った(市川， 1981).また昭和 56(1981)年Kは仙

台・札幌管区気象台の当該地震計記録は各管区気象

台Kテレメータされる.他管区についても遂次テレ

メータ化が行なわれる予定である.

各管区K集められた地震記録は，即日，前処理さ

れC-ADESSを使って地震課K伝送される. この

伝送波形記録は前述の地震記録自動処理装置で最終

験測される.テレメータ網が完成するとこの験測結

果と， 日々電報報告される 59型地震計地震記

録の験測結果と Kより，発震後2--3日後Kは最

終震源要素が求められること Kなる.

~ 10. 震源要素の発表

地震定常調査結果や観測結果の一部は，気象要覧

や地震年報K発表されていたが， 昭和 26(1951)年

に地震年報が廃刊となり代り K地震月報が出版され

るよう忙なった.この地震月報Kは，より詳細な資

料が掲載されているので，気象要覧K発表される地¥

震資料は簡単化された・

地震定常調査業務が機械化されてか・ら，震源要素

決定まで忙要する時間は著しく短縮されたものの，

地震月報が資料利用者K届くまでKは，相当な日時

を要した.そこで，昭和42(1967)年8月から地震

月報中の震源の表のみをオフセット印刷し，これを

矛リ用者に配布するよう Kした. しかし，いろいろの

事情で，この震源速報は昭和48(1973)年 1月から

配布できなくなった.

しかし，関係者の強い要望があったので，昭和51

(1976)年 10月から，定常調査業務を 1か月分まと

めて行なっていたものを匂単位で行なうように改め，

同時K震源要素を匂報として関係機関K配布するよ

うにした.
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長年K宣る観測網の整備と資料処理業務の機械に

より，気象庁の地震検知力は最近著しく向上した.

Fig.4は 1926年から 1980年K気象庁が決定し発表

し，あるいは発表する震源要素の数である.図中の

黒丸は調査原簿K記入されているデータを使って電

子計算機で再決定した震源要素の数を示す.

この図から調査業務が機械された 1961年と 76型

地震計が全国展開を完了した 1978年1tL，決められた

震源要素が急増していることがよくわかる. また，

1926年--1960年Kおける手作業忙より決定された

電子計算機Kよって再決定された地震数

45 

の差は，機械化の効果を示唆するものと言えよう.

Fig.5は 1980年中 K日本の内陸K発生した地震ー

のうち，震源要素の決まったものから作った地震規

模別積算度数分布図を示すもので，これから気象庁

の地震観測網は当初予測したよう1tL(市川， 1978) 

規模3以上の内陸に発生する浅発地震を殆んどもれ

気象庁Kおける地震定常調査業務の変遷(主として電子計算機使用以降) 市JII

めまと

なく検知していることがわかる.

とKかく， 10年前に比べ数倍以上の震源要素が現

在決められており，また，この作業が当時の半分の

人手で行なわれていることを特記したい.気忙なる

ことは，最近の日本とその周辺の地震活動が著しく

低いと言うことである.ひとたびこれが活発化した

ならば，恐らく現在の人員では円滑K資料を処理す

ることは困難忙なるであるう.十分な対策を構ずる

必要があるように考えられる.

地震数と，

1950 
N 

102 

10 

。

H
 

J
 

》

九
い
ぺ

，
a
J
7

・
'eah 

N 
3000 

2000 

1000 

500 

M 
7、

Fig.5. 日本内陸v'c1980年中に発生した桟発地震

に対する規模別積算度数分布図.

6 「
hJV

4 3 2 Y倍「

-45ー

斗

80 

Fig.4.昭和元(1926)年~昭和55(1980 )年K気象

庁が決定した震源、要素数

GO 70 
ム
叩



46 験震時報第 46巻第 1~ 2号

参考文献

Aki， K. (1965) . Accuracy of Or igin T ime， 

Epicenter and Focal Depth of Local Earth-

quake Obtained Routinely by the Japan Me-

teorological Agency， Bull. Earthq. Res. 

Ins t.， 43，23 -38. 

中央気象台(1952) 地震観測法，付3-3.

広野卓蔵・岩井保彦(1952) 深発地震の規模(マ

グニチュードを決める一方法，験震時報， 16，14 

-22. 

Ichikawa， M.(1965) : Automatic Data Process-
ing of Seisrriological Observations in the 

Japan Meteorological Agency and a Few Co-

mmen ts on the Resul ts Obtained， Pap..Me t. 
Geophys.， 16， 90-103. 

市川政治(1969) :気象庁地震観測網の震源決定の

精度・能力，研究時報， 21， 297 -308. 

市川政治・望月英志(1970) :近地地震用走時表K

ついて，気象研究所報告， 22，229-290. 

神林幸夫・市川政治(1977) 気象庁67型地震計記

録による近地浅発地震の規模決定Kついて，験震

時報， 41， 57-61. 

市川政治(1978 ) :気象庁Kおける震源要素新計算

法と走時表，験震時報， 43，11-19. 

市川政治(1978 ) :気象庁地震観測網の震源決定能

力，験震時報， 4ε，55-60. 
市川政治(1980) :地震記録自動処理装置，験震時

報， 44， 55-74. 

市川政治(1981) 地震資料伝送網，測候時報，48，

17 -27. 

市川政治・神林幸夫(1982) : P --F vcよる地震規

模の決定，験震時報， 46， 1 --6. 

lnouye， W. (1959) . Magnitude of Deep-focus 

Earthquakes in and near Japan， Pap. Met. 

Geophys.， 9， 177 -192. 

勝又護(1957) 深い地震のMagnitudeを決めるー

方法』験震時報， 22， 17-21. 

勝又護(1964) 深い地震のMagnitudeを決める一

方法，地震n，17， 158-:165. 

岸尾政弘・望月英志(1973) :'深い地震のマグニチ

ュードを決めるためのー調査，験震時報， 38，47 

-75. 

気象庁地震課(1963) 地震調査業務の機械化Kつ

いて，気象庁技術報告， Nu 22. 

鷺坂清信・竹花峰夫(1935) :近地地震における S

波の走時表及び初期徴動表，験震時報， 8， 149 

-161. 

坪井忠二(1954) 地震動の最大振幅から地震の規

模Mを定めることについて，地震n，7， 185-

193. 

Wadati， K.， K. Sagisaka and K.Masuda (1933): 

On the Travel Time of Earthquakes (Part 1)， 

Geophys. M認.， 7，87-99. 

-46ー


